
貸　借　対　照　表

(平成28年3月31日現在)

（単位：千円）

金 額 金 額

流　動　資　産 3,995,693 流　動　負　債 5,903,995

現 金 及 び 預 金 23,015 工 事 未 払 金 3,148,507

完 成 工 事 未 収 入 金 1,112,693 買 掛 金 48,208

売 掛 金 56,491 短 期 借 入 金 250,000

未 成 工 事 支 出 金 2,102,143 未 払 費 用 104,284

商 品 1,298 未 成 工 事 受 入 金 2,011,911

貯 蔵 品 36,721 前 受 金 11,355

前 渡 金 2,497 預 り 金 41,090

前 払 費 用 103,788 未 払 消 費 税 等 33,112

未 収 入 金 10,283 未 払 法 人 税 等 7,344

預 け 金 549,810 未 払 賞 与 204,534

貸 倒 引 当 金 △ 3,050 未 払 事 業 所 税 7,388

固　定　資　産 664,605 完 成 工 事 補 償 引 当 金 28,126

有 形 固 定 資 産 250,952 工 事 損 失 引 当 金 8,131

建 物 167,154 固　定　負　債 969,937

構 築 物 201 預 り 担 保 保 証 金 38,511

工 具 器 具 及 び 備 品 53,020 預 り 敷 金 ・ 保 証 金 54,500

土 地 30,576 退 職 給 付 引 当 金 836,076

無 形 固 定 資 産 53,545 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 40,849

ソ フ ト ウ ェ ア 44,827 6,873,933

電 話 加 入 権 8,717

投資その他の資産 360,107 株　主　資　本 △ 2,213,634

関 連 会 社 株 式 10,000 資 本 金 300,000

差 入 敷 金 ・ 保 証 金 349,447 利益剰余金 △ 2,513,634

繰 延 税 金 資 産 － 利 益 準 備 金 75,000

そ の 他 17,280 そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 2,588,634

貸 倒 引 当 金 △ 16,620 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 2,588,634

△ 2,213,634
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損　益　計　算　書

平成27年4月1日から
平成28年3月31日まで

（単位：千円）

科目 金額

売上高

完成工事高 18,356,490

その他 340,071 18,696,561

売上原価

完成工事原価 15,537,682

その他 189,781 15,727,463

売上総利益 2,969,097

販売費及び一般管理費 3,214,719

営業損失 △ 245,621

営業外収益

受取利息配当金 5,421

その他 8,384 13,805

営業外費用

支払利息 2,720

その他 10,378 13,098

経常損失 △ 244,914

特別損失

固定資産除却損 4,827

その他特別損失 7,367 12,195

税引前当期純損失 △ 257,109

法人税、住民税及び事業税 4,281 △ 4,281

当期純損失 △ 261,390



1.重要な会計方針

(1)たな卸資産の評価基準および評価方法

未 成 工 事 支 出 金 ･･････ 個別法による原価法

仕 掛 商 品 勘 定 ･･････ 個別法による原価法

貯 蔵 品 ･･････ 総平均法による原価法

なお、収益性が低下したたな卸資産については、帳簿価額を切り下げております。

(2)固定資産の減価償却方法

有 形 固 定 資 産 ･･････ 定率法（ただし、平成10年4月１日以降に取得した建物（付属設

備を除く。）は、定額法）を採用しております。

ただし、取得価格が10万円以上20万円未満の減価償却資産につい

ては、事業年度毎に一括して3年間で均等償却をしております。

無 形 固 定 資 産 ･･････ 定額法

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。

長 期 前 払 費 用 ･･････ 定額法

(3)引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 ･･････ 債権の貸倒損失に備えるため貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

完成工事補償引当金 ･･････ 引渡物件の補修工事費の支出に備えるため、過年度補修実績率に

基づく見積補修額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金 ･･････ 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとして

おります。

また、過去勤務債務は、発生年度に一括処理することとしており

ます。

役員退職慰労引当金 ･･････ 役員の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

工 事 損 失 引 当 金 ･･････ 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末受注工事

のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積も

ることができる工事について、損失見込額を計上しております。

(4)完成工事高および完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分についての成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期間のもの

を除く。）については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

(5)消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。


